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１．はじめに  

土木工学の分野における利水・治水計画では，整備目

標として任意の規模の確率降水量を対象としており，降

水量の定常性を仮定している．1)
ところが近年，今まで

の予測を大きく上回る渇水や洪水が頻発しており，従来

の水文頻度分析における仮定が成り立たないケースが

多々見受けられるようになってきている．このような背

景を踏まえて，本研究では，一般に治水計画策定に用い

られる年最大１日・２日・３日降水量といった短期間単

位降水量について，日本全国の時系列の変化特性の分析

を行ったものである． 

２．検討対象データ 

 検討対象データとして，表-1 に示す気象庁の全国 147

箇所の観測所における日降水量データを用いた． 

３．分析方法 

降水量時系列の変化特性を評価する指標として，デー

タの「非定常性」の分析を行った．ここで降水量時系列

における非定常性とは，簡易的には「時間的に同じ平均，

または同じばらつきをもたないこと」である．そこで，

降水量時系列の非定常性を検証するため，「平均」と「ば

らつき」の経年変化傾向について分析を行った．なお，

「ばらつき」については，その指標として「変動係数」
2)
（＝標準偏差／平均）の経年変化傾向を分析

することとした．また，「平均」や「標準偏差」

については，それらを求めるのに必要な長さと

して，11年移動部分標本を採用した．経年変化

の増加・減少傾向については，その傾きの大き

さを変化率として算定した． 

４．「平均」の時系列の変化特性 

 図-1に，九州地方の大分観測所における年

最大 2日降水量の平均の経年変化を示す．また，

各降水量の「平均」の時系列の変化特性は次の

通りである． 

 全国 147箇所の観測所において，年最大 1日

降水量は 90箇所，年最大 2日降水量は 76箇所，

表-1 対象降雨観測所 
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図－1 大分観測所年最大 2日降水量の「平均」の経年変化 
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年最大 3日降水量は 78箇所が増加傾向であった． 

地域別に考慮すると，増加傾向を示す観測所が

多い地域として，関東地方，九州地方などがあ

る．関東地方においては，2 箇所を除く観測所

ですべて増加傾向を示していた．減少傾向を示

す観測所の多い地域としては，中国地方や近畿

地方などがあげられる． 

５．「変動係数」の時系列の変化特性 

「変動係数」の時系列の変化特性は次の通り

である． 

全国 147箇所の観測所において，年最大 1日

降水量は63箇所，年最大 2日降水量は 60箇所，

年最大 3日降水量は 56箇所が増加傾向であり，

増加傾向を示す観測所が 3割から 4割程度とい

う結果になった．地域的な特徴については，東

北地方や九州地方が比較的増加傾向が強かった

地域があげられる． 

６．将来的な洪水の危険性に関する考察 

将来的な洪水の危険性を評価する場合，本研

究で対象とした年最大 1日・2日・3日降水量な

どのある一定期間の短期単位降水量の時系列的

な変動特性から判断することができる．具体的

には，これらの降水量が将来的に増加傾向であ

ること，また統計的性質としてばらつきが大き

くなる傾向であると，より洪水の危険性が高い

と判断することができる． 

図-2 は全国の年最大 1 日降水量，「平均」の変化率と「変動係数」の変化率の関係を示したものである．図-2

は，プロットした点がグラフの右上寄りにあれば，洪水の危険性が高まる傾向にあり，左下寄りにあれば，洪水

の危険性が低くなる傾向にあると言える．図-2を見ると，プロットは全体的に散らばっており，全国的なはっき

りとした傾向は確認できなかった．年最大 2日降水量，年最大 3日降水量においても同じようなグラフの傾向を

示す結果となった．図-3は年最大 1日降水量について，平均と変動係数の時系列特性の関係別の割合を各地方別

に集計した結果である．地域特性として，東北地方や北陸地方においては，ほぼ半数の観測所が「平均」と「変

動係数」がともに増加傾向を示しており，将来的な洪水の危険性が高まっていく傾向があることが伺える． 

結論として，将来的な洪水の危険性について，東北，北陸地方などで危険性の増加が確認できた．しかし，全

国的な洪水の危険性に関する明確な傾向はあまり見られなかった．しかし，名古屋，大阪などの主要都市では将

来的な洪水の危険性の高まる傾向を示していることから，将来的に局地的な洪水の危険性が高まっているのでは

ないかと考えられる． 
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図-3 年最大 1 日降水量の時系列特性の関係別の各地方にお

ける観測所の割合 

図-2 年最大 1日降水量の平均と変動係数の時系列特性の関係 
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